
１　任用

 (1) 任用形態別の職員数の状況

（各年4月1日現在）

（注）

 (２) 職員の採用及び退職等の状況（平成２２年度） （単位　人）

(注) ｢その他」には、死亡、任期満了が含まれる。
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を含み、臨時または非常勤職員を除いている。以下同じ。
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山梨市の人事行政の運営状況について

職 員 数 対前年
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 (３) 職員の昇任及び降任の状況（平成２２年度）
（単位　人）

(４) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年度4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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(５) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

①　定員適正化目標

②　定員適正化手法の概要

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績)の概要　　

（各年度4月1日現在）

（注）　１　計画期間は18年度～２２年度の5年間である。

　　　　２　（　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
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　定員適正化の目標は、第１次山梨市行財政改革大綱及び集中改革プランによる簡素で効率的な行財政シス
テムの構築の観点から、今後の退職、新規採用の状況等を勘案して、平成１７年４月１日現在の職員数４７
６人を基準として、5年間で７２人（１５％）の職員数を削減し、平成２２年４月１日における職員数を４
０４人とする。
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　第１次山梨市行財政改革大綱に基づいた事務事業の見直し、指定管理者制度を含めた民間委託の推進など
に、臨時職員等の活用、市民との協働、人材の育成などを加え、効率的な職員配置を進めながら、計画的な
職員数の削減に取り組む。
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④　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の内訳　　

（各年度4月1日現在）
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2　給与（教育長除く）

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年度4月1日現在）

（注）

 (4) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（22年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

　　　　②技能労務職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

（注） 1
2

山梨市

全国市平均 98.8 101.2

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当など
の諸手当の額を合計したものの平均である。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのもので
あり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、下段は国家公務
員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、
比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

　「平均給料月額」とは、22年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

参考（平成14年4月1日）

ラスパイレス指数は、地方公共団体の一般行政職の給料月額と国の行政職俸給表（一）の
適用職員の俸給額とを、学歴別、経験年数別にラスパイレス方式により対比させて比較し
算出したもので、国を100としたものである。

48.6 306,912 319,997

類似団体 330,237

49.3 284,514 322,291

国

53.6 264,134 278,655

山梨市 285,111

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額

団 体 43.3 326,813 353,294

類 似 375,935

国
43.3 325,579 395,666

区分 平成22年4月1日

山梨市
378,159

43.0 321,352 351,942

93.8

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

1,927,212344 454,795

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

区分 職員数 給 与 費

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ

37,937 17,440,846 933,701 2,787,675
22年度

人　 　　　　　　　千円

（参考）

　　　　　（22年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ 　　　　　Ｂ／Ａ　　　

実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額

　　　　　千円 　　　　　千円

21年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

17.0

一人当たり給与費

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

　　　　　　　千円

　　　　　　％

16.0

5,602

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

1,272,844 199,573
22年度

人　



(5) 職員の初任給の状況（22年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

(6) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（22年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 (7) 一般行政職の級別職員数の状況（22年4月1日現在）

（注）１　山梨市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

125,400高　校　卒技能労務職

中　学　卒

7級 課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

8 3.5

6級 課長、課長補佐
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

36 15.6

5級 課長補佐、主幹、副主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

21 9.1

4級 副主幹、主査、副主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

39 17.0

3級 主査、副主査、主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

74 32.2

2級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

29 12.6

1級 主事、技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

23 10.0

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

257,650

中　学　卒

技能労務職 高　校　卒

323,933

高　校　卒 281,000

一般行政職 大　学　卒 242,850 289,175

区　　　         分 経 験 年 数 10 年 経 験 年 数 15 年 経 験 年 数 20 年

133,100

172,200 185,800

140,100 149,800高　校　卒 140,100 149,800

一般行政職 大　学　卒 172,200 185,800

区 分
山　　　　梨　　　　市 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料



(8) 昇給期間短縮の状況

　

（9）職員手当の状況

 　① 期末手当・勤勉手当

千円　

（22年度支給割合） （22年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　　②退職手当（平成22年度支給実績）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

(2％～20％） (2％～20％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

13,684 21,874

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　5～15％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　5～20％
・管理職加算　10～25％

山梨市 国

1.25 0.70 0.70

1.35 0.65 1.35 0.65

1.25

１人当たり平均支給額（22年度） －

1,322

6月

12月

6月

12月

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

山梨市 国

21年度

職 員 数 　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　比　　　　　　　　　　　率 　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

普通昇給機関（１２～２４月）を 　　　　　　　　　人

　　　　　比　　　　　　　　　　　率 　　　　　　　　　％

区　　　　　　　　　　　　分 全　職　種

22年度

職 員 数 　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

普通昇給機関（１２～２４月）を 　　　　　　　　　人

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ



　 ③調整手当（22年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 　④特殊勤務手当（22年４月１日現在）

千円

　円

　％

従事1日につき100円

災害応急作業等に従事
する職員の特殊勤務手
当

災害応急作業・災害状況調査に
従事する職員

災害応急作業・災害状
況調査業務

従事1日につき500円

動物園に勤務する職員
の特殊勤務手当

動物園において動物等の飼育・管
理に従事する職員

動物等の飼育・管理業
務

一般廃棄物処理業務に
従事する職員の特殊勤
務手当

一般廃棄物処理業務に従事する
職員のうち現業に従事する職員

一般廃棄物処理業務 従事1日につき400円

養護老人ホームにおい
て入園者の管理に直接
従事する職員の特殊勤
務手当

養護老人ホームに勤務する職員
のうち現業に従事する職員

入園者の管理業務
現業職員　従事1日につき
500円、介護職員　従事1日
につき650円

行旅病人等を処理した
職員の特殊勤務手当

行旅病人、行旅死亡人、変死人を
処理する職員

行旅病人、行旅死亡
人、変死人処理業務

行旅病人1件1,000円、行旅
死亡人・変死人1件5,500円

防疫等作業手当 感染症の防疫に従事する職員 感染症防疫業務 従事1日につき500円

市税等の滞納金の徴収
等に従事した職員の特
殊勤務手当

市税、住宅使用料、下水道使用
料及び保育料滞納整理従事職員

過年度分滞納整理業務

徴収件数1件につき6円、徴
収金額1,000円につき7円、
差押・引上・公売　納税者1
人につき120円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） 5.2

手当の種類（手当数） 7

支給実績（22年度決算） 2,995

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 166,404

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（22年度決算）



 　⑤時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　　⑥その他の手当

円

円

円

円29,197 千円 550,889管理職手当
給料月額×10/100～
12/100 異

給料月額
×10/100
～25/100

121,792

通勤手当

①交通用具利用者
片道通勤距離（㎞）
・2以上5未満：2,000円
・5以上10未満：4,100円
・10以上15未満：6,500円
・15以上20未満：8,900円
・20以上25未満：11,300
円
・25以上30未満：13,700
円
・30以上35未満：16,100
円
・35以上40未満：18,500
円
・40以上45未満：20,900
円
・45以上50未満：21,800
円
・50以上55未満：22,700
円
・55以上60未満：23,600
円
・60以上：24,500円
②交通機関利用者
定期券等の金額
・55,000円未満：定期券
等の額
・55,000円以上：55,000円
③交通用具と交通機関
利用者
上記①と②の合計額（上

同 12,669 千円 47,806

住居手当

①自宅：4,000円（～11
月）
1,500円（～3月）
②借間・借家
・家賃等の金額12,000円
以下：無支給
・12,000円～23,000円：家
賃等の金額－12,000円
・23,000円～55,000円：
（家賃等の金額－23,000
円）×1/2＋11,000円
・55,000円以上：27,000円

①異
②同

①国は手
当なし

33,907 千円

18,269 千円

229,101扶養手当

・配偶者：13,000円
・扶養：1人6,500円
（うち配偶者のいない扶
養1人まで11,000円）
・満16歳～22歳：5,000円
加算

同

支給実績国の制度と

（22年度決算）

支給職員１人当たり
（22年度決算） 平均支給年額手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容

159

支給実績（2１年度決算） 73,680

支給職員１人当たり平均支給年額（2１年度決算） 204

国の制度

支給職員１人当たり平均支給年額（2２年度決算）

支給実績（22年度決算） 57,233



(10）特別職の報酬等の状況（22年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

副 市 長 任期ごと

任期ごと市 区 町 村 長

給料月額×在職月数×25/100

副 市 長
期
末
手
当

市 区 町 村 長 　　（22年度支給割合）

退
職
手
当

　　（算定方式） 　（支給時期）

議 長

副 議 長

議 員

2.95

3.90

474,000

180,000

　　（22年度支給割合）

報
酬

議 長 370,000 545,000

議 員 335,000 450,000

345,000

230,000

副 議 長

750,000 249,000

200,000

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 区 町 村 長 810,000 940,000 259,000

副 市 長 620,000

区 分 給 料 月 額 等

給料月額×在職月数×42/100



３　勤務時間等

 (1) 勤務時間の状況（平成22年4月1日）

①1週間の勤務時間

40時間

②一般職員の勤務時間

 (2) 一般職員の年次有給休暇の使用状況

平成22年1月1日～平成22年12月31日の平均使用日数　　　6.4日

平成21年1月1日～平成21年12月31日の平均使用日数　　　6.5日

 （3）特別休暇等の状況

その都度必要と認める期間

5日以内

ボランティア休暇

婚姻休暇

父母の祭日休暇

3日以内

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

生理休暇

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間。ただし、毎月2日を越えることはできない。

種 類

公民権行使休暇

住居滅失・損壊休暇

交通機関の事故等による不可抗力休暇

非常災害交通遮断休暇

夏期休暇

官公署出頭休暇

骨髄提供休暇

配偶者出産休暇

子の看護休暇

2日以内

5日以内

忌引

妊娠中又は出産後通院休暇

5日以内

開始時間

平成22年4月１日現在

午後0時

～午後1時
午前8時30分

その他

その都度必要と認める期間

付 与 日 数

その都度必要と認める期間

休憩時間終了時間

感染症まん延防止休暇

・　配偶者、父母　：　7日
・　子　：　5日
・　祖父母　：　3日
・　孫　：　1日
・　兄弟姉妹　：　3日
・　おじ又はおば　：　1日
・　父母の配偶者又は配偶者の父母　：　3日
・　子の配偶者又は配偶者の子　：　1日
・　祖父母の配偶者又は配偶者の祖父母　：　1日
・　兄弟姉妹の配偶者又は配偶者の兄弟姉妹　：　1日
・　おじ又はおばの配偶者　：　1日

1日

分べん休暇

午後5時30分

育児休暇

・妊娠したと認められたときから妊娠6月まで　：　4週間に1回
・妊娠7月から9月まで　：　2週間に1回
・妊娠10月から分べんまで　：　1週間に1回
・出産後1年まで　：　1回

その分べん予定日前6週間に当たる日から分べんの日後8週間目に当た
る日までの期間内

1日2回。1回30分



 (4) 育児休業及び部分休業の取得状況（平成22年度） （単位　人）

（注）１　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「育児短時間勤務取得者数」欄の上段には平成22年度に新たに育児休業

　　　　 （部分休業又は育児短時間勤務）を取得した者、下段には、育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）の期間が平成21年

　　　　度以前から平成22年度にかけて引き続いている者の数を記入すること。

 　　 ２　表左側の「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」、「育児短時間勤務」欄の上段の平成22年度に新たに育児休業（部

　　　　分休業又は育児短時間勤務）を取得した者の数には「平成22年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員で育児休業

　　　　（部分休業又は育児短時間勤務） した職員」と「平成21年度以前に育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）が取得可能と

　　　　なったが、平成22年度に新規に育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）をした職員」の両方が含まれるので、表右側の「う

　　　　ち育児休業取得者数」、  「うち部分休業取得者数」、「うち育児短時間勤務取得者数」の各々と必ずしも一致するわけではな

　　　 く、 また下回ることはない。

 (5) 介護休暇の取得状況（平成22年度） （単位　人）

0

0

その他

2

時間型中心

0

0

2

2

0

女性職員

計
03

 介護休暇

3

 男性職員

計

 女性職員

0

5 00

0

 取得者数

休  暇  の  取  得  形  式

0

0

2 0

2

3 0

0

全日型中心

2

0

000

013

0

計

0 0

5 0

0

0

0
8

5 0
5 0

男性職員

（育児休業

平成22年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員

対象者数）

0

育児休
業取得
者数

うち部分休
業　　取得者

数

うち育児短
時間勤務取

得者数

うち育児休
業取得者数

部分休
業

取得者
数

育児短
時間勤
務取得
者数



４　分限及び懲戒

（１）　分限処分者数（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） （単位：人）

（注）　１.　対象職員は、一般職に属する職員である。

　　　　２．分限処分者数

　　　　　ア　平成２２年度中に休職期間が更新された者を新たに休職処分に付された者とみなしている。

　　　　　イ　失職制度は広義の分限として位置づけられるものであるため、欠格事項に該当する者を分限処分に

　　　　　　付された者とみなしている。

（２）処分事由別分限処分者数（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） （単位：人）

（注）１．処分件数に着目して計上するものであり、延数である。

　　　２．法とは地方公務員法をいうものである。

（３）懲戒処分者数（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） （単位：人）

（注）１．訓告等とは、訓告、厳重注意など実質的な制裁を伴わない矯正措置をいうものである。

（４）処分事由別懲戒処分者数（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） （単位：人）

降任 免職 休職 降給

0

降任 免職 休職区分

0

合計 失職

0 0 0 0

0 0

勤務実績が良くない場合
0 0 0

（法第２８条第１項第１号）

心身の故障の場合

（法第２８条第１項第２号、第２項第１号）
0

失職

0 0

降給 合計

0

0 0

0

0 0

0 0 0

0

0 0 0

0

0

0 00

0

0

（法第２８条第２項第２号）

0 0 0

0 0 0

職に必要な適格性を欠く場合

0

条例に定める事由による場合

（法第２７条第２項）

（法第２８条第１項第３号）

職制等の改廃等により過員等を生じた場合

（法第２８条第１項第４号）

刑事事件に関し起訴された場合

0合計

0

0 0

0 0 0

0 0 0

0

0 0

0 4 0 0

戒告 減給 停職

法第２８条第４項により失職した者

免職 合計

0
（法第２９条第１項第１号）

法令違反
0 0 0

合計

訓告等

0

戒告 減給 停職

4 2

訓告等免職

0 4

0 0

区分

0 0 0
（法第２９条第１項第２号）

0

2

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
0 0 0 0 0 0

（法第２９条第１項第３号）

職務上の義務違反又は怠慢

2合計 0 4 0



５　服務

（１）　服務規律の遵守に関する取組（平成２２年度）

（２）兼業の許可の件数（平成２２年度）

１７０　件

厳正な服務規律の確保、公平・公正な職務執行、住民本位の行政の推進

個人情報の漏洩防止、交通事故の防止・飲酒運転の根絶

職員への周知方法

通達及び伝達

取組内容



６　研修について

（１）人材育成の目的

（２）求められる職員像

１．自立的に行動する職員

２．柔軟な思考で改革に挑戦する職員

３．プロ意識を持って積極的に行動する職員

４．市民に信頼される職員

５．市民とともによりよいまちづくりに邁進する職員

（３）人材育成の方策

１．職員研修

２．職場環境整備

３．人事管理

　愛する山梨市をより魅力的なまちにするため、「行政の視点」だけでなく「市民の視点」を持ち、市民の立場に立っ
て考え、市民と協働してまちづくりに邁進する職員が求められています。

　　「職員研修」、「職場環境整備」、「人事管理」の3つの方策を相互に連携させることにより、効果的な人材育成を推進
していきます。

　職員研修は、研修と啓発によって、職員個人の能力の向上を図ろうとするものです。「自己啓発」、「職場研修」、
「職場外研修」を体系的に連携、補完、支援させることにより展開します。

　人材育成において、職場環境の整備は不可欠です。職員は仕事を通して育ち、職場は職員の自己啓発の場で
す。日常の職場研修などの学習機会の提供や支援をしていくことが必要です。効果的な人材育成を推進するため
の職場環境は、「学習風土づくり」、「市民等との交流」「目標管理による行政運営」により整備していくこととしま
す。

　人材育成を効果的に推進するため、個々の職員が持つ意欲と能力を最大限に発揮させ、組織全体の能力を高
めることを人事管理の目的として位置づけ、「人材確保」、「人事配置」、「昇任管理」、「人事評価」により、総合的な
人事管理制度を構築していきます。

　　国においては、少子高齢化、高度情報化、環境問題などの社会経済情勢の変化による厳しい財政状況の中、
市町村合併、三位一体改革など地方分権を推し進めています。
　地方自治体は、社会の変化とともにますます高度化・多様化する市民の行政需要に適切に応えるとともに、分権
型社会にふさわしい行政体制を自ら確立することを求められています。
　そのため、さまざまな課題を克服し、市民の行政需要に応えていくためには、職員一人一人が行政のプロとして
その資質を磨き、持てる能力を最大限に発揮するよう育成していきます。

　分権時代における地方自治体は、自らの責任において判断し、対応していかなければなりません。行政運営を
直接担う職員もまた、自己決定・自己責任により判断し、行動することが求められています。

　限られた財源のなかで、多様化する行政需要に応えていくためには、いかに効率的な行政運営を遂行するかが
重要になってきます。民間のコスト意識と経営感覚を意識し、従来の前例踏襲、慣行優先的な発想を排除し、多角
的視点で新たな課題に柔軟かつ積極的に挑戦することが求められています。

　複雑化、高度化する行政課題および多様化する市民ニーズに効率的・効果的に対応するため、それぞれの職務
に習熟し、高度な専門知識を備えるとともに、プロ意識・プロ思考を持ち積極的に行動することが求められていま
す。

　市民から信頼されるため、高い倫理観と使命感及び豊な人間性を持って、市民に対する十分な情報公開・情報
提供を行うとともに、説明責任を果たし、「公平・公正・透明」な行政運営を行うことが求められています。



（４）研修実績（平成22年度）

人

人

人

７　勤務成績の評定

　　 であります。

　      職務の結果だけでなく、結果を生み出す過程における職務遂行上の行動を含めて把握するような評価基準を設定するなどの

     人事評価制度の研究を進めていきます。

内　容 参加者・派遣者数

山梨県市町村職員研修所研修等

　　　　職員の職務遂行能力や勤務実績を、公正・公平かつ客観的に評価し、その評価結果に基づいて、適正な処遇を行うことが重要

0

研修所研修

区　分

文部科学省

2
派遣研修

247

山梨県　



８　福祉及び利益の保護

（1）職員の厚生福利の実施状況（平成22年度）

①職員の健康診断の実施状況

②職員の厚生会事業の実施状況（職員の会費のみで実施する事業は除く。） （単位：円）

公費負担額：6,920,757円×40％＝2,768,302円

９　公平委員会の業務状況

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

　 なし

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況

なし

6,920,757合計

職員

職員

2,461,757

3,303,000

教養事業（図書購入補助）

保健保養事業（視察研修補助）

福利厚生事業（温泉施設利用補助）

福利厚生事業

定期健康診断

項目

山梨庁舎及び牧丘庁舎において、職員健診
を実施

全職員

概要

成人病健診

胸部レントゲン

胃部レントゲン

腹部超音波検査

大腸がん検査

乳がん検査

対象者数 事業費

項　目 検診項目概　要 対象者数

山梨市職員の厚生会会員数：３９９人

職員 1,156,000

子宮がん検査

全職員

全職員

全職員

全職員

女性職員

女性職員


